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カーボン・ニュートラルに向けた政策の経済効果のモデル分析 

 

武田 史郎＊ 

 

＜要旨＞ 

温暖化対策が世界全体としての重要な政策課題になり、各国において今後、積極的な温

暖化対策が採用されていく可能性が高い。そのような対策の考案にあたっては、様々な政

策の定量的効果についての情報が重要になるため、シミュレーション分析のアプローチで

ある CGE 分析が温暖化対策の分析において幅広く利用されるようになっている。しかし、

日本では CGE 分析の利用者が少ないこともあり、温暖化対策の CGE分析についてあまり

理解が進んでいない。 

そこで本論文では、温暖化対策を対象とする CGE 分析の理解を深めるために、CGE 分

析という手法を説明するとともに、最近の温暖化に関連する CGE 分析の動向についてま

とめている。まず、第２節で CGE 分析がそもそもどのような分析手法で、どのような利

点、欠点があるかを説明する。次に、第３節で、実際の CGE 分析の例と著名な CGE モデ

ルである MIT の EPPAモデルを紹介し、CGE 分析でどのようなモデルが利用され、さらに

それを使ってどのようなことが分析されているかを具体的に説明している。さらに、第４

節では、エネルギー、環境に関連するモデルの比較をおこなうプロジェクトを運営する

EMF を紹介し、近年のモデル分析の動向について説明している。 
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Model Analysis for Economic Effects of Carbon Neutral Policy 

 

By Shiro TAKEDA 

 

Abstract 

 

Climate change policies have become an important policy issue for the world, and many countries 

will likely adopt more stringent climate change policies in the near future. Information on the quan-

titative effects of various policies is essential in planning such policies, and computable general equi-

librium (CGE) analysis is widely used for deriving such information. However, in Japan, there are 

few users of CGE analysis, and CGE analysis of climate change is not well understood.  

In order to deepen the understanding of CGE analysis for climate change, this paper explains the 

method of CGE analysis and summarizes recent trends in CGE analysis related to climate change. 

First, Section 2 explains the main characteristics of CGE analysis and its advantages and disad-

vantages. Then, Section 3 explains how CGE models are used for climate policy analysis by provid-

ing two examples of CGE analyses and a brief explanation of the well-known MIT EPPA model. 

Finally, Section 4 explains Energy Modeling Forum (EMF), which is a platform for comparing vari-

ous models. 
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１．はじめに 

パリ協定の発効を受け、地球温暖化対策に積極的に取り組んでいくことが世界全体とし

ての課題となっている。日本を含め、多くの先進国は 2050 年までのカーボン・ニュートラ

ルという目標を掲げている。さらに、多くの途上国も大幅な GHG 削減を目指すようにな

ってきている。このように、多くの地域で大枠の削減目標が決定されているが、その目標

をどのような政策手段によって達成していくかはまだ明確ではない。同じ量の GHG 削減

であっても、利用する政策によって経済的な影響（負担）は大きく変わりうる。経済的な

負担をできる限り小さくする形で、カーボン・ニュートラルを達成していくには、そのた

めの適切な政策手段を選択していく必要がある。多様な政策手段の中から適切な手段を選

択していくには、各政策手段の効果に関する定量的な情報が必要である。このような情報

を得るために利用されている分析手法の１つが「応用一般均衡分析（computable general 

equilibrium analysis、以下 CGE 分析）」である。 

CGE 分析は一般均衡モデルと現実のデータを組み合わせたシミュレーション手法であ

り、主に政策の効果を事前的、かつ定量的に分析することに利用されている1。CGE分析と

いう手法が最初に考え出されたのは 1960 年代であるが、分析にコンピュータが必要であ

ることから、その利用は限定されていた。しかし、90 年代以降、高性能なコンピュータ、

ソフトウェアが低価格で入手できるようになったこともあり、利用が増加している。当初

は主に貿易政策、租税政策の分析といった分野での利用が多かったが、温暖化対策が重要

な政策課題と認識されるようになり、温暖化対策の分析でも多用されるようになっている。 

CGE 分析はアカデミックな研究における利用はもちろん世界各国の様々な政府機関、国

際機関によっても幅広く利用されている。しかし、海外と比較し日本では CGE分析を利用

する研究者が少ないこともあり、CGE 分析による温暖化対策分析の現状についてあまり知

られていない。そこで本論文では、CGE 分析がどのような分析手法かを説明した上で、温

暖化対策を対象とした最近の CGE分析の動向について解説したい。 

 

２．CGE分析とは？ 

2.1 CGE分析の特徴 

既述の通り、CGE 分析は一般均衡モデルと現実のデータを組み合わせたシミュレーショ

ン分析の手法であり、政策などの効果を事前的、定量的に分析するためのものである。今

後の温暖化対策を立案・計画するにあたり、政策効果の定量的な情報は重要な判断材料に

なる。それもあり、近年、温暖化対策を対象とした CGE分析が盛んにおこなわれている。 

CGE 分析はモデルとデータを組み合わしておこなうため、その２つが分析の重要な構成

要素となる。CGE 分析で利用されるモデル（CGEモデル）は多様で、標準的なモデルがあ

 
1 CGE分析全般については Dixon and Jorgenson (2013) が詳しい。 
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るわけではないが、多くのモデルに共通する特徴はある。CGE 分析がどのようなものかを

示すために、まず多くの CGEモデルに共通する点を説明しておこう。 

まず１つ目の特徴は、CGEモデルは「一般均衡」という名前が示唆する通り、経済を複

数の財、産業（部門）に細かく分割して扱った上で、経済全体をカバーするモデルになっ

ているという点である。財や部門の分類は分析目的やデータの制約などに応じてかなり変

わるが、いずれにせよ経済の全ての財・部門、そして生産要素をカバーした上で、経済全

体を包括的に扱うという形になっている。 

第２の特徴は、経済主体の行動のミクロ的基礎付けを考慮しているという点である。具

体的には、企業は利潤最大化行動に基づき、生産関数という技術的制約の下、生産量、投

入量の決定をおこない、家計（消費者）は効用最大化行動に基づき、効用関数と予算制約

の下で、消費（や労働供給など）を決定すると想定する。動学モデルの場合には、さらに

貯蓄、投資も異時点間の最適化行動によって決定されると仮定することもある2。CGE モ

デルは元々、ミクロ経済学の一般均衡モデルをシミュレーションに応用するという形で発

展してきたので、ミクロ的基礎付けがあるというのはある意味当たり前の特徴である。 

第３の特徴は、全ての市場において需要と供給が等しくなる状況を想定するという点で

ある。これは、言い換えれば、全ての価格は伸縮的に調整されると想定するということで

ある。ただし、これは多くの CGEモデルでこのように仮定しているということであり、伸

縮的な価格を仮定する必要があるということではない。実際、一部の市場には価格の硬直

性（price rigidity）を仮定する場合もある。その代表的な例が、賃金の硬直性を仮定するケ

ースである。賃金の硬直性を仮定すると、労働市場において需要と供給が均等化しない、

つまり（非自発的）失業が生じることになる。そのような賃金の硬直性を考慮した CGE モ

デルは例えば Takeda et al. (2019) で利用されている。 

第４の特徴は、ミクロ経済学の一般均衡モデルをベースとしていることから、多くの

CGE モデルは実物モデルであり、貨幣はベールの役割しかもたないという点である。これ

は言い換えれば、モデルによって決まる価格は相対価格のみであり、絶対価格、物価水準

などの決定は扱えないということである。 

以上、CGE モデルの特徴を見たが、CGE 分析のもう１つの要素としてデータがある。

CGE 分析では、ある基準時点におけるデータ（以下、基準データ）の下で、経済が均衡状

態にあるという前提に立って分析がおこなわれる。基準データは、経済全体の財、サービ

ス、生産要素のフローを表現するものであり、社会会計表（social accounting matrix、以下

SAM）と呼ばれる。SAM の最も基本となるものは産業連関表であるが、産業連関表には一

部の税金のデータしか含まれていないこともあり、他のデータを組み合わせて利用するこ

とが多い。多地域の CGE モデルでは GTAP データと呼ばれるデータが標準的に利用され

 
2 後に説明するように、CGE分析でよく利用される逐次動学モデルでは、動学モデルであっても異時点間

の最適化行動は考慮されない。 
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ている3。 

 

2.2 CGE分析の利点 

 CGE 分析が温暖化対策の分析という分野で多用されている理由は、温暖化対策の分析に

あたって優れた点を有しているからである。具体的には以下のような利点がある。CGE分

析では多数の市場を同時に考慮し、経済全体を包括的に捉える。そして、各財の生産、投

入、消費、価格、さらに各経済主体の収入、支出等がモデル中で内生的に決まるという仕

組みになっている。従って、温暖化対策が、個々の部門、財、経済主体に与える影響を分

析すると同時に、さらには、それら個々の影響の結果として、国全体での所得、GDPとい

ったマクロ指標に生じる効果も分析可能である。 

第２に、CGE分析では、多数の市場を同時に考慮することにより、温暖化対策の市場間、

地域間での波及効果を分析できるという利点がある。温暖化対策を導入した際に強い影響

を受ける経済主体の１つはエネルギー集約的な（鉄鋼部門のような）素材産業である。し

かし、影響はそれにとどまらない。素材産業の生産物の費用・価格が上昇することで、そ

れを利用する最終財産業にも影響を及ぼすことになる。さらに、それが家計（消費者）の

消費、所得に影響を与え、最終的に厚生に影響が及ぶことになる。CGE 分析では以上のよ

うな波及効果を捉えられる。 

 また、波及効果と類似しているが、CGE分析では市場間の相互作用を捉えることも可能

である。温暖化対策にともなう市場間の相互作用としては「税相互作用効果（tax-interaction 

effect）」がよく知られている。この税相互作用効果の重要性については、例えば、Takeda 

(2007) を見て欲しいが、これは複数の財・サービス、生産要素の市場をカバーする一般均

衡モデルで初めて捉えられる効果である。 

 第３の利点は、CGE分析ではモデルが閉じているという点である。ここでの「モデルが

閉じている」という意味は、経済全体を包括的に含んだモデルであり、「経済全体での市場

均衡が満たされている」、「全ての経済主体についての予算制約が満たされている」の２つ

を考慮しているということを指す。市場均衡は、需要と供給が等しくなるように価格が調

整されるということであるが、それは、供給側に制約がかかるということを意味している。

この性質の重要性は、産業連関分析と対比させると理解しやすい。 

 産業連関分析では、最終需要の増加に対して、波及効果も含め各部門の生産量がどれだ

け増加するかという分析がよく行なわれるが、その際、通常、労働、資本、土地等の生産

要素市場では、需要の増加に応じて、供給も増加するという想定が置かれている。これは

生産要素市場における供給制約を考慮しないということを意味している。これに対し CGE

分析では、財市場における市場均衡に加え、要素市場の均衡も明示的に考慮されるため、

要素市場における供給制約を組み込んだ上で波及効果を分析できる。 

 ２つ目の、経済主体の予算制約を考慮しているとは、全ての経済主体の支出、収入を明

 
3 GTAPデータについて詳しくは Hertel (1999)、あるいは GTAPのウェブサイトを参照されたい。 
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示的に扱い、支出が収入を上まわらないという制約を置いているということである。この

性質の重要性も産業連関分析と比較することで理解しやすい。産業連関分析では最終需要 

（例えば、公共事業）の増加による波及効果がしばしば分析されるが、そもそも最終需要を

増加させるには、そのための資金をどこからかファイナンスしてこなければならない。仮

に公共事業の増加が増税によって賄われるとするなら、税を支払う主体による需要（例え

ば、消費需要）は減少するため、全体としては生産が減少してしまうかもしれない。しか

し、産業連関分析では最終需要がどうファイナンスされるかをモデルの対象外としている

ため、資金をファイナンスする側における影響を無視してしまう傾向にある。これに対し、

CGE モデルでは、家計、政府の予算制約を明示的に組み込んでいるため、何らかの支出の

増加があった場合、必ずそれに伴う収入の増加、あるいは別の支出の減少の影響も考慮さ

れることになる。従って、裏付けのない支出の増加による見せかけの効果を排除できるの

である。 

 

2.3 CGE分析の欠点・問題点 

CGE 分析には前節で説明したような利点があり、だからこそ温暖化対策の分析でもよく

利用されているが、同時に様々な欠点、問題点もある。CGE分析を適切に評価・利用する

には、そのような点にも留意しておくことが望ましいので以下で説明する。まず、第 0節

で述べたように、通常の CGEモデルは実物的なモデルであり、モデルで扱えるのは相対価

格のみである。このため、多くの CGE モデルでは、マクロ経済学で分析されるような貨幣

面、金融面での影響をそもそも分析することはできない。 

第２に、個別の部門を詳細には分析しにくいというデメリットがある。複数の市場を考

慮し、経済全体を扱う CGE 分析では、モデルという側面からもデータという側面からも個

別の部門、個別の経済主体の扱いはかなり単純化せざるを得ないことが多い。そのため、

個別の部門を詳細に捉えることにはどうしても限界が出てくる。ある特定の部門に焦点を

当てたい場合には部分均衡分析などの手法を利用することが望ましい。 

第３に、モデル、関数形、パラメータの選択の実証的根拠が希薄であるという問題があ

る。例えば、市場の競争形態には不完全競争もあり、実際、現代の多くの産業は不完全競

争の状態に近いと言われているが、CGE 分析で利用されるモデルのほとんどは完全競争を

仮定している4。また、CGE分析ではモデルが様々な関数形を利用して表現され、さらにそ

れらの関数には多数のパラメータが含まれる。関数形には、代替の弾力性一定（constant elas-

ticity of substitution、以下 CES）の関数がよく利用されるが、それは主に扱いやすいからで

あり、実証的な根拠があるからではない。また、代替の弾力性パラメータを特定化する必

要があるが、この特定化にもしっかりした実証的根拠があるとは言えない5。CGE 分析の

 
4 例えば、Balistreri and Rutherford (2012) では不完全競争の CGEモデルが利用されており、そこからは通

常の完全競争の CGEモデルとは大きく異なる結果が導かれている。 
5 CGE分析のために CES関数の代替の弾力性を推定した研究には、例えば、Okagawa and Ban (2008)、van 

der Werf (2008)、Koesler and Schymura (2015) などがある。３つの研究とも同じようなパラメータの推定を
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シミュレーションはモデル、関数形、パラメータについての仮定に強く依存することが多

い。従って、その決定の根拠があやふやな点は大きな問題となりうる。 

第４に、データの問題がある。既述の通り、CGE分析ではある年のデータを基準データ

として利用し、分析をおこなう。これは、実際に実現した経済の状態をそのまま分析に反

映させているという意味では望ましいことかもしれない。しかし、分析結果が一時点での

データに強く依存してしまうという問題点も孕んでいる。 

最後に、分析の透明性の問題がある。CGE 分析の結果は、モデル、データ、関数形、パ

ラメータ等の選択に強く依存する可能性が高いので、分析の内容を第三者が客観的に評価

し、その妥当性を判断するには、モデルなどに関する詳細な情報が必要になる。しかし、

CGE 分析ではモデル、データはとも非常に大規模、かつ複雑となることが多いため、分析

の詳細を示すことは非常に煩雑な作業になる。この問題に対処するために、シミュレーシ

ョンのプログラム、データを公開している研究者もいるが6、現状では少ない。 

 

３．CGE分析・モデルの紹介 

前節で CGE分析の特徴、利点、欠点を説明したが、いくぶん抽象的な内容が多かった。

CGE 分析という手法の実態を把握してもらうためにも、以下で実際の CGE 分析の例を２

つ取り上げ、どのような分析に利用されているのかをより具体的に説明したい。取り上げ

るのは Takeda and Arimura (2021) と Takeda et al. (2014) の２つの研究である。どちらも温

暖化対策を対象とした CGE 分析である。また、その後に著名な CGE モデルであるMIT の

EPPAモデルを紹介したい。 

 

3.1 Takeda and Arimura (2021) の分析 

Takeda and Arimura (2021)（以下、T2021）は、日本経済を対象とした動学的な CGEモデ

ルを利用して、2050 年までに CO2 を 80%削減するという日本の温暖化対策を分析した研

究である7。まず、この研究で利用されているモデルについて説明しよう。CGE 分析では経

済を多数の財・部門に分けるが、その際に、どのように財・部門を分割するかが１つのポ

イントになる。財・部門を細かく分割すればするほど、政策効果を細かく分析できる。し

かし、財・部門を細かく分割するには、そのために細かなデータが必要になるのに加え、

モデルの計算の難易度が高くなるというデメリットもある。 

T2021 では 26 財、18 部門という形に財・部門を分割し、このうち 15 財、8 部門をエネ

ルギー財、部門としている。CGE分析では１つの部門が１種類の財を生産していると仮定

 
試みているが、その推定値には大きな乖離が見られる。 
6 例えば、MIT の EPPA モデルはプログラムが公開されている。また、CGE 分析の著名な研究者である

Thomas Rutherford氏は自分の分析の多くのプログラムを公開している。 
7 2023 年 1 月時点では日本の 2050 年までの目標はカーボン・ニュートラルであるが、T2021 の研究を開

始した時点では 2050年目標は 80％削減であった。 
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し、「財の数＝部門の数」と想定することも多いが8、T2021 では財の数と部門の数は異なっ

ている。これは１つの部門が多数の財を生産しているケース、逆に、１つの財が複数の部

門によって生産されているケースを想定しているからである9。CGE 分析では財・部門を

もっと細かく分割していることも多いが、T2021 ではエネルギー財・部門以外をかなり統

合して扱い、財・部門の数を比較的少なくしている。この理由は後に説明する。T2021 で

は基準データに日本の 2011 年の産業連関表（総務省, 2015）を利用している。また、CO2

の排出（規制）を分析するので、産業連関表に対応した形の CO2排出量データも必要にな

るが、これには 2011年の 3EID データを利用している（Center for Global Environmental Re-

search, 2018）。 

 T2021 が利用しているモデルは多くの部分について一般的な CGE モデルと同じ想定を

置いているが、他の多くの CGEモデルと異なる部分もある。その１つは前向き（forward-

looking）タイプの動学モデルであるという点である。CGE モデルが利用されるようになっ

た当初は静学モデルを前提としていることがほとんどであったが、しだいに動学モデルの

利用が増加してきた。特に、温暖化対策は 50 年以上の長期に及ぶ状況をカバーする性質を

持つため、動学モデルの利用が非常に多い。 

経済学で動学モデルというとマクロ経済学で利用されているような前向きタイプのモ

デル、つまり、代表的家計が前向きの期待に基づき、動学的な最適化行動をとることで、

各期の消費、貯蓄（投資）などが決まるモデルを指すことが普通である。しかし、CGEモ

デルでは、このような前向きタイプではなく、「逐次動学モデル（recursive dynamic model）」

と呼ばれるタイプのモデルを利用することが多い。逐次動学モデルとは、静学的（あるい

は、後ろ向き）なモデルを繰り返し解いていくことで、時間の推移を描写するモデルであ

る。 

 前向きのモデルでは将来の全ての期間の変数を同時に解くことになるため、モデルに含

まれる変数の数が非常に多くなりやすい。一方、逐次動学モデルでは一時点でのモデルを

繰り返し解いていくだけであるので、一度に解く変数の数は一時点しか考えないモデルに

おける数とほぼ同じである。CGEモデルでは複数の財・部門を考慮するため、一時点しか

考慮しないモデルであってもそもそも変数の数が多くなりやすい。そのようなモデルを前

向きタイプの動学モデルに拡張すると変数の数が非常に多くなり、モデルを解くこと自体

が難しくなることが多い。これが、CGE 分析において逐次動学モデルの利用が多い主な理

由である。 

 しかし、逐次動学モデルでは投資を適切に扱えないという問題がある。投資は本来、投

資が将来もたらす収益を基に決定されるものである。ところが、逐次動学モデルでは過去、

あるいは現在の状況しか考慮できないため、投資が将来の収益を反映して決まるという前

 
8 実際、後に紹介する Takeda et al. (2014) ではそう仮定している。 
9 例えば、石油製品という部門は８つの石油製品を生産している。また、電力という財は火力発電、水力

発電、原子力発電、再エネ発電という複数の部門によって生産されている。 
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向きの行動を捉えられない10。後に説明するが、T2021 では、法人税という一種の投資収益

に対する課税を分析対象の１つとしているため、投資行動をより現実的な形で捉えたい。

そこで、投資をより適切に捉えることができる前向きのタイプの動学モデルを利用してい

る。T2021 では財と部門の数を少なく抑えているが、その理由は前向きタイプのモデルで

あっても、モデルに含まれる変数の数を減らすためである。 

 T2021 では、日本における 2050 年までに CO2排出量を 80％削減するという政策を分析

している。削減の手段には様々なものがあるが、T2021 では炭素税を利用すると仮定して

いる。炭素税を用いる場合、政府に新たな税収が生じることになるが、その税収をどのよ

うに扱うかが分析の１つのポイントとなる。最もオーソドックスで、単純な方法は、税収

を全て家計に一括で還元する（lump-sum rebate）という方法である。しかし、一括で還元す

るのではなく、既存の税を減税することに利用する方が経済的に望ましい効果をもたらす

可能性があるという主張がある。 

 所得税、法人税、消費税などの既存の税は一般に経済活動に歪みをもたらしているとい

われる。よって、これらの税を減税することで、経済の効率性が高まる可能性がある。炭

素税の導入自体は経済に負担をもたらすことになるが、同時に既存の税を減税することで

効率性の改善という効果も生じる。仮に後者の効果が強ければ、単に一括で税収を家計に

そのまま渡してしまうよりも、よい効果をもたらす可能性がある。このように炭素税の導

入とともに既存の税を減税するという政策は「環境税制改革」と呼ばれる。環境税制改革

という形で排出規制を導入することは、CO2 の削減という「第１の配当」だけではなく、

経済効率の改善という「第２の配当」をもたらす可能性があることから、環境税制改革の

「二重の配当仮説」と呼ばれている11。 

 二重の配当が実際生じるのであれば、負担を大幅に軽減しながら CO2の削減をおこなえ

ることを意味する。そのため、世界各国の温暖化対策における環境税制改革の二重の配当

仮説の分析が数多くおこなわれてきた。既に導入された排出規制に伴い二重の配当が生じ

たかどうかを検証する事後的な分析もあるが、多くの分析は CGE モデルを用いたシミュ

レーションの分析である。T2021は日本における 2050 年までの温暖化対策について、二重

の配当が生じるかを分析した研究である12。 

 図表 1が T2021 で取り上げているシナリオである。どれも炭素税を導入して、2050 年ま

でに CO2排出量を 80%削減するというシナリオであるが、シナリオによって炭素税収の扱

いが変わってくる。まず、LUMPは炭素税収を一括で家計に還元するというシナリオであ

る。これが純粋な炭素税の効果を表すシナリオといってよい。残りの３つのシナリオが環

 
10 このため、逐次動学モデルでは通常特殊な仮定をおくことで投資を決定している。具体的には、投資を

外生的に固定してしまうか、貯蓄率一定という仮定によって貯蓄を決め、それに応じて投資が決まるとい

うアプローチをとっているものが多い。 
11 二重の配当仮説について詳しくは、例えば、環境経済・政策学会 (2018) の「二重の配当」の項目、あ

るいは有村他 (2018) を見てほしい。 
12 Freire-González (2017) は多数の CGE分析による二重の配当仮説の分析についてまとめている。 
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境税制改革のシナリオであり、INC、COR、CONがそれぞれ所得税、法人税、消費税の減

税をおこなうというシナリオである。環境税制改革という形を利用した方が、経済的な負

担が軽減されるかどうかが分析の重要なポイントとなる。シミュレーションでは、炭素税

を導入したことで炭素税導入前の状態（BAUシナリオ）から経済がどう変化するかを分析

している。 

 

図表 1：T2021で分析しているシナリオ 

シナリオ 説明 

LUMP 炭素税＋税収を一括で家計に還元 

INC 炭素税＋所得税の減税 

COR 炭素税＋法人税の減税 

CON 炭素税＋消費税の減税 

 

 シミュレーションでは、CO2排出量、炭素税率、炭素税収などの CO2関連の変数への効

果、消費、投資、労働供給、余暇、GDP、所得、厚生などのマクロ変数への効果、個々の

部門の生産量への効果を分析している。しかし、ここでは二重の配当が生じるかどうかに

焦点を当てたいので、その基準となる、GDP、所得、厚生への影響のみを見ることにする。

結果は図表 2 にある。 

 

図表 2：T2021における排出規制（炭素税）の効果 
  

LUMP INC COR CON 

2030 時点 GDP -0.28 0.03 0.99 0.19 

所得 -0.40 -0.06 1.10 0.63 

厚生 -0.30 -0.41 -0.49 -0.05 

2050 時点 GDP -2.09 -1.51 -0.13 -1.78 

所得 -2.93 -2.28 -0.68 -2.12 

厚生 -1.95 -1.93 -1.69 -1.77 

  生涯厚生 -0.47 -0.47 -0.68 -0.43 

GDPの DPV -0.49 -0.25 0.66 -0.19 

所得の DPV -0.70 -0.44 0.65 -0.07 

注：全て BAUの値からの変化率（％）である。DPVは割引現在価値の合計のことを指す。 

 

 数値は BAUシナリオの値からの変化率（％）を表している13。2030年時点での影響を見

ると、GDP や所得への影響は環境税制改革のケースの方が LUMP よりもマイナスの幅が

小さい（あるいは、プラスになっている）。これは GDPや所得という変数を基準にすると

 
13 プラスの数値は BAUシナリオの値よりも増加したということを意味する。 
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純粋な炭素税（LUMP）よりも環境税制改革という形をとった方が望ましいということに

なる。2050年時点での影響、あるいは期間全体を通じての影響についても同様のことが言

える。一方、厚生（代表的家計の効用）という変数からは環境税制改革は必ずしも望まし

くないという結果となっている。 

 以上の結果は、炭素税収をどう処理すべきかは、どの変数を重視するかで変わってくる

ということを意味するが、いずれにせよ CGE 分析によるシミュレーションではこのよう

に政策効果を定量的に明らかにし、それにより政策の優劣を評価することが可能である。 

 

3.2 Takeda et al. (2014) の分析 

 もう１つの CGE 分析の例である Takeda et al. (2014)（以下、T2014）は、世界全体を 14

地域に分割した多地域のグローバルCGEモデルを利用した分析である。CGEモデルには、

前節の T2021 のように、１地域のみを分析対象としたものも多いが、温暖化対策の分析で

はこの T2014 のように多数の地域をカバーする多地域モデルも多い14。多地域モデルのメ

リットの１つは政策が貿易に与える影響、貿易を通じた影響を分析できる点である。 

 温暖化対策がもたらす貿易を通じた効果として「炭素リーケージ」がある。炭素リーケ

ージとはある地域で CO2を削減しようとすると、別の地域で CO2が増加してしまう現象を

指す15。炭素リーケージが強く働くと、温暖化対策の有効性が大きく損なわれることにな

るので、CO2 の削減をおこなう際には炭素リーケージを抑えながらおこなう必要がある。

具体的な対策としては、温暖化対策の負担が重くなりやすいエネルギー集約・貿易財部門 

（energy-intensive trade-exposed sector、以下EITE部門）への負担を軽減する政策などがある。 

排出量取引制度における、そのような費用軽減措置としては排出枠の初期配分を無償に

するという政策がある。排出量取引制度における排出枠の初期配分方法としては、オーク

ションが最もオーソドックスな方法であるが、オークション方式では CO2排出量が多いエ

ネルギー集約部門の負担が重くなる。EITE 部門の負担を軽減するものとして、排出枠の初

期配分を無償でおこなう方法があるが、無償配分には過去の CO2排出量を基に初期配分を

おこなうグランドファザリング方式（grandfathering 方式）や生産量に基づく配分方式 

（output-based 方式、以下 OBA方式）など様々な方式がある。T2014 では、排出量取引を導

入する状況において、初期配分方式の違いが、GDP、厚生、炭素リーケージ、EITE 部門へ

の影響にどのような違いをもたらすかを分析している。 

 T2014 では基準データに 2004 年を基準年とする GTAP 7 データを利用し、世界を 14 地

域、26 部門に分割したグローバルな CGE モデルを利用している。T2021 では動学モデル

を利用したが、T2014 では静学モデルを利用している。シミュレーションでは、日本が排

 
14  また、１つの国を複数の地域に分割したモデルもある。例えば、Yamazaki and Takeda (2013)、白井他 

(2013) は日本を複数地域に分割した CGEモデルを利用している。同様に、Rutherford and Schreiber (2019)

は米国を複数地域に分割した CGEモデルを利用している。 
15 炭素リーケージについて詳しくは環境経済・政策学会 (2018) の「炭素リーケージ」の項目を参照され

たい。 
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出量取引によって CO2排出量を基準年比で 30%削減するという政策を想定している。そし

て、排出枠の初期配分方式に図表 3 のような複数のシナリオを比較している。取り上げる

のは、オークション方式、グランドファザリング方式、OBA 方式、そしてオークションと

OBA方式の組み合わせである。 

 

図表 3：T2014で分析しているシナリオ 

シナリオ名 利用する初期配分方式 

AUC オークション方式による有償配分 

GF グランドファザリング方式による無償配分 

OBA 生産量に基づく（output-based）無償配分 

AO-E EITE 部門、電力部門、石油石炭製品部門には OBA 方式、その他の部門

にはオークション方式 

AO-ET EITE 部門には OBA 方式、その他の部門にはオークション方式 

 

 シミュレーションでは、初期配分方式の違いによって、炭素リーケージ率、EITE 部門の

生産量、CO2 排出量、排出枠価格、消費、輸出、輸入、労働供給、賃金率、所得、GDP、

厚生などの変数への影響がどう変化するかを分析している。図表 4 はそのうち日本の GDP

と厚生への影響と炭素リーケージ率を掲載している。 

 

図表 4：T2014における排出量取引の効果 

 AUC GF OBA AO-E AO-ET 

厚生 -0.28 -0.54 -0.52 -0.44 -0.34 

GDP -0.07 -0.86 -0.66 -0.48 -0.24 

炭素リーケージ率 20.58 20.36 15.27 15.31 16.92 

厚生と GDPは BAUの値からの変化率（％）。リーケージ率は％。 

 

 厚生、GDP の値は BAU シナリオ（CO2を削減しないシナリオ）からの変化率（％）を

表している。また、炭素リーケージ率は日本が排出量取引を導入することによる炭素リー

ケージ率（％）を表している。厚生、GDPの数字はどれも排出量取引の導入によって低下

している。そして、その低下率は AUC シナリオで最も小さい。よって、厚生、GDP とい

う観点からはオークション方式で初期配分することが望ましいことになる。しかし、炭素

リーケージ率は AUC シナリオが最も高くなる一方、OBA方式を採用することによってか

なり低下する。よって、炭素リーケージを防止するという観点からは、オークション方式

よりも OBA 方式を利用することが望ましいということになる。T2021 でもどの効果を重

視するかで、望ましい政策が変わってきたが、ここでも同様のことが成り立っている。 
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3.3 EPPAモデル 

 温暖化対策を分析するための CGE モデルは多数開発されている。それは第 0 節でも説

明するが、ここでまず温暖化対策分析用の著名な CGEモデルである EPPAモデルを紹介し

ておきたい。EPPAモデルは MITの Joint Program on the Science and Policy of Global Change

によって作成されている the MIT Economic Projection and Policy Analysis Model というグロ

ーバル CGE モデルである。90 年代から開発・利用が始まり、その後、継続的に改良、ア

ップデートされつつ、様々な温暖化対策の分析に利用されてきた。最新の版のモデルは

2022 年に公表されたばかりの EPPA 7 モデルである。ここでは、Chen et al. (2022) を基に

EPPA 7 モデルを説明したい。 

EPPAモデルは世界全体をカバーするグローバル・モデルであり、世界を図表 5の 18地

域、図表 6の 21部門に分割している。21 部門のうち発電以外の部門は 12部門であり、多

くの多地域 CGE モデルと比較し部門の分類は少し粗いと言える。 

 

図表 5：EPPAモデルの地域分類 

 地域  地域 

1 United States 10 South Korea 

2 Canada 11 Indonesia 

3 Mexico 12 China 

4 Japan 13 India 

5 Australia, New Zealand & Oceania 14 Brazil 

6 European Union+1 15 Africa 

7 Eastern Europe and Central Asia 16 Middle East 

8 Russia 17 Latin America 

9 East Asia 18 Rest of Asia 

 

図表 6：EPPAモデルの部門分類 

 部門  部門 

1 農業（穀物） 13 電力（石炭火力） 

2 農業（家畜） 14 電力（ガス火力） 

3 農業（林業） 15 電力（水力） 

4 食品 16 電力（原子力） 

5 石炭 17 電力（石油火力） 

6 原油 18 電力（太陽光） 

7 石油製品・石炭製品 19 電力（風力） 

8 エネルギー集約産業 20 電力（その他の発電） 

9 その他の産業 21 電力（送配電） 

10 帰属家賃   

11 サービス   

12 輸送   
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 EPPAモデルは基準データとして、GTAP-Power 10を利用している（Chepeliev, 2020）。こ

れは 2014 年を基準年とする GTAP10 データ（Aguiar et al., 2019）の発電部門を細かく分割

したデータである。EPPA モデルは GTAP データを利用していることもあり、多くの多地

域 CGEモデルと共通する部分も多いが、独自の部分も多い。以下で、EPPAモデルを特徴

づける要素について説明する。 

まず、EPPA モデルでは各地域にそれぞれ１つの代表的家計を想定しているが、その効

用関数に、生存消費（subsistence consumption）を時間とともに変化させる形の Stone-Geary

型効用関数を利用している。これは非相似拡大的な選好を考慮するためである。 

 第２に、EPPA モデルでは、家計の効用関数内で輸送関連財を詳細に扱うというアプロ

ーチを採用している。例えば、多くの CGEモデルでは効用関数内で様々な用途の石油製品

を一括して扱ってしまっているが、EPPA モデルでは輸送用途の石油製品と輸送以外の用

途の石油製品を分けて扱っている。また、内燃機関（internal combustion engine、ICE）によ

る自動車、電気自動車（electric vehicle、以下 EV）、公共輸送サービスなどを明示的に扱っ

ている。以上のアプローチにより、ICE タイプの自動車への規制や EV の促進などの輸送

関連の温暖化対策を分析しやすくなっている。 

 第３の特徴は、多様な発電技術を考慮している点である。既にある程度の利用がおこな

われている発電技術としては図表 6 の９つを考慮し、さらにそれに加え、バックストップ

技術（ここでは、現時点では商業的に利用されていないが、将来経済性が改善し、商業ベ

ースで利用される可能性が高い技術を意味する）も考慮している。具体的には、“pulverized 

coal with CCS”，“NGCC”，“Biomass plant with CCS” など 10 の技術を考慮している。これ

により、様々な発電技術、バックストップ技術をターゲットとするような政策の分析が可

能になっている。 

 EPPAモデルは逐次動学モデルタイプの動学モデルであり、2015 年から 5 年おきに 2100

年までのタイムスパンをカバーしている16。労働人口、生産要素投入に関する生産性水準、

autonomous energy efficiency improvement（AEEI）パラメータなどを外生的に設定した上で

各期のモデルを解くことで、貯蓄、投資、化石燃料生産の資源の推移、バックストップ技

術の普及率（penetration rate）などが内生的に決まってくる。 

資本は各期の投資によって蓄積されていくが、CGE モデルではその資本を全て同じよう

に扱ってしまうか、せいぜい既に利用された資本と新規に蓄積された資本の２つに区別し

て考えるだけのことが多いが、実際には資本は導入された時期により、その中身や性質が

大きくことなることが多い。投資された時期による資本の中身の違いを考慮するために、

EPPAモデルでは投資された時期に従って資本のヴィンテージを区別している。 

また、第５の特徴として土地利用を詳細に扱っているという点がある。土地を natural for-

est、crop、pasture など６つの形態に区別して扱い、さらにその６つの形態の間での変換も

考慮している。このように多様な土地の形態とその間の変換を考えることで、土地利用変

 
16 ただし、逐次動学モデルであるので、2050年までしか計算しないということも可能である。 
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化による農業生産や GHG排出量の変化も分析できる。 

 最後の特徴として、EPPAモデルでは多様な排出物を考慮している。まず、CO2, CH4, N2O, 

PFCs, HFCs, SF6などの GHG の排出が計算可能であるし、CO2は化石燃料起源だけではな

く、工業プロセス排出なども考慮されている。また、GHG以外には、エアロゾルや様々な

大気汚染物質、具体的には CO, VOCs, NOX, SO2, BC, OC, NH3がカバーされている。生産活

動からのこれらの排出物の量だけではなく、既述の通り、土地利用変化に伴う排出も考慮

されている。よって、温暖化対策の効果を詳細に分析できるだけではなく、温暖化対策以

外の環境対策（大気汚染対策など）も分析可能なモデルになっている。 

 Chen et al. (2022) では、モデルの利用例を示すために簡単な政策シミュレーションがお

こなわれている。そこでは “ParisForever” という各国が提出している 2030 年までの “Na-

tionally Determined Contributions”（以下、NDCs）に基づく削減目標が 2030年以降も継続さ

れるというシナリオと “AcceleratedActions” という気温上昇を 1.5℃以内に抑えるために

必要な削減をおこなうというシナリオがとりあげられている。削減目標を達成するために

利用される手段としては、電力部門、輸送部門への様々な施策に加え、カーボンプライシ

ングも考慮している。シミュレーションでは、各地域の GDP、GHG排出量、エネルギー起

源 CO2、１次エネルギーの構成、発電の構成、EVの数、EV向けの電力需要量、土地利用

の状態、化石燃料に関わる座礁資産（stranded asset）など様々な変数への影響が分析されて

いる。EPPA モデルは非常に多くの分析に利用されており、その成果が論文として公表さ

れている。それらの成果については、EPPAモデルのウェブサイトを見て欲しい17。 

最後に、EPPAモデルの特筆すべき点について触れておきたい。この節では EPPAモデル

を詳しく紹介したが、世界各国の研究者・研究機関が温暖化対策分析用の CGEモデルを多

数作成しており、モデルの水準として EPPA モデルに劣らないモデルもある。しかし、ほ

とんどの CGE モデルと異なり、EPPA モデルはシミュレーションのためのプログラムが公

開されているという特徴がある18。プログラムが公開されているということは、1）モデル

がどのような構造を持ち、どのようなデータを利用しているかを正確、かつ完全に第三者

がチェックできる、2）第三者が同じようなシミュレーションを再現できるということを意

味する。この結果、EPPAモデル（とその分析）は他のモデルと比較し、極めて客観性、透

明性が高いという性質を持っている。これがここで特に EPPA モデルを紹介した主な理由

である。 

 

４．Energy Modeling Forum 

 第３節で、２つの CGE分析と EPPAモデルを簡単に紹介した。これで実際に利用されて

 
17 https://globalchange.mit.edu/publications/3  
18 EPPA モデルは GAMS（General Algebraic Modeling System）という数値計算ソフトウェア上で MPSGE

というソルバーを利用する前提で、そのプログラムが記述されている。EPPA モデルのウェブサイトにプ

ログラムのダウンロードを申請するページがある。 

https://globalchange.mit.edu/publications/3
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いる CGE 分析やモデルについてある程度イメージを持てたかもしれないが、前節でも書

いたように、温暖化対策の分析のための CGE モデルは多数存在しており、その全体像につ

いて知るには第３節の内容だけではいささか不十分である。そこで、以下では Energy Mod-

eling Forum（以下、EMF）について紹介したい19。 

 EMF とは、スタンフォード大学において 70 年代から運営されている、エネルギーや環

境に関するモデル分析に従事する研究者が情報交換や共同研究をおこなうためのプラット

フォームである。EMFは様々な活動の場になっているが、その１つの重要な役割はモデル

を比較する機会の提供である。 

 CGE モデルであれ、それ以外のタイプのモデルであれ、多数のモデルが多数の研究者、

研究機関によって作成され、様々なシミュレーション分析のために利用されている。そし

て、それらの分析からはしばしば大きく異なる結果が導かれている。このように、様々な

モデルが乱立し、独自の分析が並立的に行われ、そして分析間で政策効果に大きな違いが

生じる結果が導かれているような状況は、分析の結果を参考にしたい政策決定者には当然

好ましくない。また研究者にとっても、自分のモデルと他のモデルが大きく異なる結果導

いているが、その理由が不明な状況は望ましくない。そこで、EMFは、様々なモデルの開

発者が集まり、ある程度共通の前提の下で分析をおこなうことで、モデルの違いによりど

のくらい結果が変わるのか、そしてその差はモデルのどの部分の違いに起因するのかを明

らかにする場を提供している。 

 図表 7 はこれまで EMF で進められたプロジェクトのテーマの一部である。各テーマの

下に多数のモデル開発者が参加し、モデルの比較がおこなわれている。プロジェクトのテ

ーマは EMF24、EMF27、EMF32、EMF35 のように分析対象の地域によって分けられてい

ることもあれば、EMF29、EMF36 のように分析対象の政策によって分けられる場合もある。

また、EMF のモデル比較は CGE モデルに限定されているわけではなく、ボトムアップ型

の技術選択モデルも利用されれば、電力市場のモデルなども利用されている20。 

 多くの場合、EMF のプロジェクトの研究成果は学術論文としてまとめられて公表される。

それらの論文を読むことで、EMFでおこなわれたモデルの比較研究についての詳細を知る

ことができる。近年における温暖化対策の（CGE）分析の動向や全体像についての知識を

得たい場合には、EMFの成果がまとめられた論文を読むことが非常に役に立つ。図表 7の

プロジェクトの中で特に EMF27、EMF29、EMF36には多数の CGEモデル開発者が参加し、

CGE 分析の比較をおこなっている。以下で、この３つをもう少し詳しく説明したい。 

 

 
19 EMFのウェブサイト：https://emf.stanford.edu/  
20 ただし、モデルのタイプが変わればそもそも分析できる事柄も変わってくるため、比較は少し難しくな

る。例えば、CGEモデルでは個々の部門の生産水準や GDPは通常、モデルで内生的に決まってくる変数

であるが、部分均衡モデルである技術選択モデルや電力市場モデルなどでは外生的に設定されていること

が多い。 

https://emf.stanford.edu/
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図表 7：EMFのプロジェクトの例 

名前 テーマ 

EMF24 U.S. Technology and Climate Policy Strategies 

EMF25 Energy Efficiency and Climate Change Mitigation 

EMF27 Global Model Comparison Exercise 

EMF29 The Role of Border Carbon Adjustment in Unilateral Climate Policy 

EMF32 US GHG and Revenue Recycling Scenarios 

EMF33 Bio-Energy and Land Use 

EMF35 Japan model intercomparison project (JMIP) on long-term climate policy 

EMF36 Carbon Pricing After Paris (CarPri) 

 

 まず、EMF27 はグローバル・モデルを比較するプロジェクトであり、18 個という極めて

多くのモデルが参加している。ただし、モデルの多くは部分均衡モデルで、CGE モデルは

OECDの ENV-Linkages、アメリカの FARM、Phoenix、EUの IMACLIM の４つである。EMF

でのモデル比較の際には、通常、共通の政策シナリオを設定する。EMF27 では GHG の大

気中濃度を 2100 年までに 450ppm、あるいは 550ppm に抑えるという２つのシナリオを考

慮している。さらに、利用可能な技術についても複数のシナリオを想定し、その共通シナ

リオを用いて比較をおこなっている。 

Climate Change の Volume 123、Issue 3-4 が EMF27 についての特別号となっており、

EMF27 に参加したモデルの分析結果がまとめられている。モデルの比較では、GHG 排出

量、割引炭素価格の平均値、消費の損失の割引現在価値、エネルギー構成、電源構成など

の変数が使われている。詳しくは、Kriegler et al. (2014) を見てほしいが、モデルによって

変数の値にかなり大きな差がみられる。例えば、450ppmシナリオにおける 2050年時点で

の影響を見ると、消費の損失の程度は FARM モデルで ENV-Linkages モデルの３倍以上大

きく、Phoenix モデルと比較しても３倍近く大きくなっている。また、電源構成についても

モデル間の差がかなり大きい。 

モデル間で政策シナリオなど多くの部分を共通化しているにもかかわらず、大きく異な

る政策効果が導かれていることから、やはり異なるモデルを用いることで、分析結果が大

きく変わりうるということが確認できる。これは単一の CGE モデルから導出された結果

を解釈する際には十分気を付ける必要があることを示唆している。 

 ２つ目の EMF29は国境炭素調整措置（border carbon adjustment、以下 BCA）の効果につ

いてモデル比較をおこなったプロジェクトである21。Energy Economics の Volume 34, Sup-

plement 2がこのEMF29の特別号となっており、プロジェクトの成果がまとめられている。

 
21 国境調整措置は現在 EU で導入が検討されており、EU が carbon border adjustment mechanism と呼んで

いることから、CBAMという用語が利用されることが多いが、EMF29では BCAという呼び方が使われて

いる。 
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特に、Böhringer et al. (2012) がモデル比較をまとめている。EMF29 には 12 のモデルが参加

している。BCA はカーボンプライシングに付随する政策ということもあるので、CGE モ

デル以外の参加が多かった EMF27 と異なり、参加しているのは全て CGE モデルである。

全てが CGE モデルということもあり、EMF29 ではモデル間で様々な要素を共通化しやす

くなっている。実際、基準データを GTAP7.1 に統一し、さらに部門や地域についても同じ

分類を利用するというように、政策シナリオ以外に、データの部分でも共通化している部

分が多い。 

以上の設定の下で、排出規制と BCA の導入の効果についてモデル比較をおこなってい

る。比較している効果は、CO2 排出量、炭素価格、炭素リーケージ、EITE 産業の生産量、

GDPへの影響などである。EMF27ではモデル間で結果に大きな差が観察されたが、EMF29

でも同様で、カーボンプライスの水準、GDPの変化率などはモデル間で数倍の差が観察さ

れる。モデルのタイプを CGE モデルに限定し、共通化した部分をかなり増やしても、分析

結果に大きな差が生じうるということを意味している。 

 最後に、EMF36 について説明しよう。この EMF36 は比較的新しいプロジェクトで 2030

年までの NDCs に基づく削減の影響をモデル間で比較する内容である。比較結果はやはり

Energy Economicsに論文として公表されており、特に Böhringer et al. (2021) が全体のまと

めをおこなっている。EMF36は EMF29 と似ており、参加しているモデルは全て CGEモデ

ル（17個のモデル）である。そして、データは GTAP9（基準年は 2011）か GTAP10（基準

年は 2014）に統一しており、さらに部門分類、地域分類も共通化している。EMF29 では

BCAという貿易に対する措置を主な分析対象としていたため、全てのモデルが多地域モデ

ルであったが、EMF36では１地域のモデルも含まれている。 

 2030年までの削減策を分析するということで、BAUの設定（BAUシナリオにおける 2030

年時点での CO2排出量と GDP）も共通化している。政策シナリオとしては、NDCs の設定

について複数シナリオを考慮することに加え、国際間での排出量取引の有無についても複

数シナリオを考慮し、国際間の排出量取引の導入による影響も比較している。 

シミュレーションでは、炭素価格の水準、各国（あるいは世界全体）の厚生水準がモデ

ル間でどう変わるかを検証している。EMF36でもモデル間で効果に大きな差が観察されて

おり、例えば、炭素価格の水準、世界全体での厚生への影響はモデル間で数倍の差が生じ

ている。やはり、モデルの違いが分析結果に対して大きな影響をもたらしうることが確認

できる。 

 以上、EMF について簡単に見てきたが、EMF はそれまでばらばらにおこなわれていた

モデル分析を比較可能な形にすることによって、モデルの違いによって分析結果が大きく

変わる可能性が高いという問題点を明らかにしてくれたと言える。 
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５．終わりに 

 温暖化対策が世界全体としての重要な政策課題になり、各国において今後、積極的な温

暖化対策が採用されていく可能性が高い。そのような対策の考案にあたっては、様々な政

策の定量的効果についての情報が重要になるため、シミュレーション分析のアプローチで

ある CGE 分析が温暖化対策の分析において幅広く利用されるようになっている。しかし、

日本では CGE 分析の利用者が少ないこともあり、温暖化対策の CGE分析についてもあま

り理解が進んでいない。 

 そこで本論文では、温暖化対策の分析に関わる CGE 分析についていくつかの観点から

まとめてきた。まず、CGE 分析がどのような手法であるかを第２節で説明した。そして、

より具体的な理解を深めるために、第３節で実際の CGE分析の例と著名な CGEモデルで

ある MIT の EPPA モデルを紹介した。最後に第４節で、様々な CGE モデルを比較するプ

ラットフォームである EMF について説明した。EMF には多数の CGE モデルの開発者が参

加し、共通の枠組みの中で、モデルの違いがシミュレーション分析の結果にどのような違

いをどの程度をもたらすのかという比較分析に取り組んでいる。 

 CGE 分析は政策効果の定量的な情報を得ることができる利点もあるが、EMF の取り組

みの結果、モデルの違いが分析結果に大きな差がもたらす可能性も高いことが明らかにな

っている。この意味で CGE モデルによる分析の信頼性はまだ改善の余地が大きく、それは

今後の研究における重要な課題の１つだと思われる。 
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